






































































表2-1 専兼業別にみた農家戸数の推移 (単位 :1,000戸､%)
1950年 1955年 1960年 1965年 1970年 1975年 1980年
1950-551955-601960-65 1965-701970-751975-80
実敬 総 数 6,176 6,043 6,057 5,665 5,342 4,953 4,661
専 業 3,086 2,105 2,078 1,219 831 616 623
第 1種兼業 1,753 2,275 2,036 2,081 1,802 1,259 1,002
恒常的勤務 - 804 875 841 726 531 522
臨 時 雇等 - 617 554 978 886 589 380
自営 兼業 - 854 607 262 190 139 100
第2種兼業 1,337 1,663 1,941 2,365 2,709 3,078 3,036
恒常的勤務 - 7 8 9 6 1258 1476 187 202
臨 時 雇等 - 191 294 543 640 639 496
構成比 総 数 100 100 100 100 100 100 100
専 業 50.0 34.8 34.3 21.5 15.6 12.4 13.4
第 1種兼業 28.4 37.6 33.6 36.7 33.7 25.4 21.5
恒常的勤務 - 13.3 14.4 14.8 13.6 10.7 ll.2
臨 時 雇等 - 10.2 9.2 17.3 16.6 ll.9 8.2
自営 兼業 - 14.1 10.0 4.6 3.5 2.8 2.1
第2種兼業 21.6 27.5 32.1 41.8 50.7 62.2 65.1
恒常的勤務 - 12.4 15.8 22.2 27.6 37.8 43.4
臨 時 雇等 - 3.1 4.9 9.6 12.0 12.9 1.6
自営 兼業 - 12.0 ll.4 10.0 ll.1 ll.4 ll.1
増減( 総 数 △ 0.4 0.0 △ 1.3 △ 1.2 △ 1.7 △ 1.2
専 業 △ 7.4 △ 0.3 △10.1 △ 7.4 △ 6.1 0.2
第1種兼業 5.3 △ 2.2 0.4 △ 2.8 △ 7.1 △ 4.5
恒常的勤務 - 1.7 △ 0.8 △ 2.9 △ 6.2 0.8
臨 時 雇等 - △ 2.1 12.0 △ 2.0 △ 0.3 △ 8.4
自営 兼業 - △ 66 155 6 63 6
年 第2種兼業 4.5 3.2 4.0 2.7 2.4 △ 0.3
率 恒常的勤務 - 5.0 5.6 3.2 4.7 1.5


































































表2-2 農家家計収支の推移 (全国1戸当り平均) (単位 :1,000円)
1960年 1965年 1970年 1975年 1980年
家 計 費 368.4 654.5 1,225.2 2,650.0 3.942.0
農 家 所 得 (》 409.5 760.8 1,393.2 3,414.4 4,515.2
農 業 所 得 ② 225.2 365.2 508.0 1,146.0 952.3
農 外 所 得 ③ 184.3 395.6 885.2 2,268.4 3,562.9
農 業 依 存 度6)わ 55.0 48.0 36.5 33.6 21.1
②による家計費充足率 61.1 55.8 41.5 43.2 24.2


























































































表 2- 3 1975-80年度の農家経済の推移 (全国1戸平均) (単位 :1,000円)
1975印斐 1976領空 1977年度 1978年度 1979句支 1980年度
家 計 費 2,650.0 2,908.1 3,211.6 3420.5 3,675.0 3,942.0
世帯員 1人家計 費 ~581.1 643.3 715.3 763.5 825.8 895.9
家 族 就 業 状 態(人) 4.53 4.51 4.46 4.46 4.42 4.38
自 家 農 業 1.23 1.22 1.15 1.10 1.08 1.07
農 外 1.32 1.34 ~1.38 1.42 1.44 1.45
非 就 p業 1.98 1.95 1.93 1.94 1.90 1.86
家 族 労 働 時 間(時) 5,117 5,091 3,118 5,087 5,060 5.03r
自 家 ' 農 業 2,142 2,130 2,054 1,991 1,938 1,874
農 外 2,773 2,761 2,865 2,899 2,728 2,967
経 営 土 地(a) 113.1 114.1 114.5 115.0 116.4 _, 117.8
農 業 固 定 資 本 1,511.3 1,704.4 1.881.4 2,086.0 2,264.3 2,421,9
農 家 総 所 得 3,960.7 4,279.4 4,671.1 5β20.2 5,320.5 5,593.8
農 家 所 得 3,414.4 3,662.0 3,984.5 4221.1 4,417.7 4,515.2
農 業 所 得 1,146.0 1,155.6 1,172.9 1,196.5 1,126.7 952.3
農 外 所 得 2,268.4 2,506.4 2,811.6 3,024.6 3,291.0 3,562.9
出 稼 ､扶 助 な ど 546.3 617.4 686.6 799.1 902.8 1,078.6
租税､ 公課 ､負 担 389.7 448.9 527.9 598.9 691.1 778.6
可 処 分 所 得 3,571.0 3,830.5 4,143.2 4,421.3 4,629.4 4,815.2-
農 家 経 済 余 剰 921.0 922.4 931.6 1β00.8 954.4 873.2
農業所得の家引責充脚 43.2 39.7 36.5 35.0 30.7 24.2
農 業労働 生産 性(円) 5,251 5,352 5,638 5β43 5,787 5,103
(荏) 農林水産省r農家経済調査｣による｡農業労働生産性は農業労働10時間当り､農業固定資本
生産性は資本 1,000円当りの純生産額をしめす｡
表 2-4 専兼業別の農家経済概要 (1980年度 ･全国1戸平軸 (単位 :人､1,000円)
世帯員 農業所得 農外所得 出稼ぎ､扶助など- 獅 E'家 計 費世署員1人当り家書 農家経済余 剰
専 業 農 家 4.00 2,371.4 439.5 1,311.7 4,122.6 3,217.2 804.3 358.8
専従者のいる農家 4.58 3.059.7 418.9 1,051.8 4,530.4 3.504.6 765.2 408.2
専従者のいない農家 2.41 476.1 496.6 2,027.6 3,000.3 2,425.8 1,OC6.6 223.0
第 1種兼業農家 4.99 3,166.1 1,626.7 1,034.6 5,827.4 4,032.3 808.1 1,090.4
専従者のいる農家 5.12 3,397.9 1,677.7 959.2 6,034.8 4,121.8 805.0 1,175.1
専従者のいない農家 4.41 2,172.7 1,407.4 1,357.4 4,937.5 3,649.1 827.5 725.4
第2種兼業農家 4.44 436.9 4,462.5 1,026.7 5.926.1 4,107.7 925.2 978.2


















































































































表3- 1 農業所得と製造業賃金 (1日当り)の比較 (単位 :円)
農 業 所 得 製 造 業 賃 金
全国農家平 均 都 府 県 常召労働者
経 営 耕 地 規 模 別
5人以上平 均 うち5-29 30-99人 10(ト499人う ち2.OAd以上 1.5一2.OAa1.0-1.5Aa
1960年度 525 811 616 527 847 542 707 856
1965鞘斐 1,148 1,583 1,286 1,147 1,472 1,120 1,300 1,479
1970年度 1,841 2,484 2,014 1.790 3,028 2,266 2,625 3,076
1975領空 4,537 6,265 4,957 4,344 7,255 5,133 6,169 7,751































表 312 農家と勤務者世帯の所得比較 (単位 :1000円,%)
1965年 1970年 1975年 1980年
農家(全国 農 家 総 所 得 ① 835.1 1,596.4 3,966.5 5,603.1
農 業 所 得 ② 365.2 508.0 1,146.0 952.3
就業者1人農家総所得 ③ 309.3 600.2 1,549.4 2,223.5
世帯員1人農業総所得 ④ 1582 3298 8 98 127 4
Jヽ 農業所得割合 (2ね 43.7 31.8 28.9 17.0
勤 実 収 入 (1) 797.3 1,390.5 2,897.2 4,254.0
労者 勤 め 先 収 入 (2) 740.9 1.300.1 2,726.2 4,021.3
也廿 有業者 1人実収 入 (3) 524.5 891.3 1,931.5 2,817.2
一軒′~ヽ全 世帯員 1人実収 入 (4) 194.0 357.5 760.4 1,110.7
甲 勤め先収入割合 (2L11) 92.9 93.5 94.1 94.5
両 世帯当り所得 W41) 104.7 114.8 136.9 131.7
者比 就業者1人所得 卑73) 59.0 67.3 80.2 78.9
較 世帯員1人所得 @イ4) 81.5 92.3 1_14.4 114.6






















全 国農 家 都 府 県 経 営 規 模 別 農 家 勤 労 者 世 等0.5▲魂 蒜0.5-1.0Ab1.0-1.5Aa1.5-2.0Lb2.0山以上 全 国 鮎晶需
実数 1960年 60.7 63.8 58.0 5一8.358.7 61.9 69.9 80.0 85.71965年 115.5 120.8 ll0.0 110.0 116.7 139.7 147.3
′一■ヽ 1970年 236.3 264.0 231.5 222.9 215.8 224.4 248.6 255.7
千円 1975年 546.4 598.7 549.9 498.3 484.7 500.2 510.3 513.4
) 1980年 822.7 906.1 828.3 778.3 761.7 697.1 725.2 736.8
嘩 1960-65 13.7 13.6 - 12.2 10.8 ll.8 ll.4
滅( 1965-70 15.4 16.9 (6677貯 (66T57.P 14.4 14.0 12.2 ll.7
午率 1970-75 18.3 17.8 18.9 17.5 17.6 17.4 15.5 15.0

























































































専業農家 第2穫兼業 自営兼業 短期出稼 恒常琵労勘 職貞勤務
年間月平均世帯員 tN 3.96 4.46 4.25 3.69 3.87 4.55 4.53
家_ 計 費 3,152.0 4,105.3 3.900.2 3,399.3 2,838.4 3,862.5 4,593.2
世帯員 1人家計費 796.0 920.5 917.7 921.2 733.4 848.9 1,014.
家 族 就 業 状 態 LN 3.93 4.46 4.23 4.18 3.86 4.55 4.53
自 家 農 業 2.21 0.71 0.80 0.36 0.77 0.71 0.69
農 外 - 1.85 1.64 2.19 1.53 1.94 1.85
非 就 業 1.72 1.90 1.79 1.63 1.56 1.90 1.99
家 族 労 働 時 間 時 4,392 5,071_ 4.623 3.159 4,475 5,352 5,052
自 家 農 業 3,998 1,242 1.343 1,253 1,573 1,294 1,120
農 外 266 3,674 3,105 1,728 2,710 3,913 3.780
経 営 土 地 ('aJ 154.2 77.6 84.6 92.1 95.3 82.2 69.1
農 業 固 定 資 本 4,819.9 1,742.0 1.949.4 1,985.9 1,920.4 1,810.4 1,614.4
農 家 総 所 得 4,968.3 5,935.6 5,174.0 4,738.5 3,726.2 5,398.7 6,945.3
農 家 所 得 2,685.0 4,916.2 4,192.4 1,687.6 2.714.2 4,465.8 5,874.3
･農 業 所 得 2,228.5 438.5 453.0 440.0 495.6 474.4 396.2
農 外 所 得 456.5 4.477.7 3,739.4 1,247.6 2,218.6 3,991.4 5,478.1
出 稼 ､ 扶 助 1,283.3 1,019.4 981.6 3,050.9 1,012.0 932.9 1,071.0
租税､公課､負担 492.1 841.0 830.3 429.1 396.7 703.3 1,048.5
可 処 分 所 得 3,476.2 5,094.6 4,343.7 4,309.4 3,329.5 4,695.4 5,896.8
農 家 経 済 余 剰 324.2 989.3 443.5 910.1 491.1 832.9 1,303.6
就業者1人農彩河等 1,214.9 1,920.4 1,718.1 661.8 1,180.1 1,685.2 2,312.7





















































































































第2種兼業 稲 作 作りんご作 敷 lAJ狸 採卵養鶏 養 豚 酪 農
家 計 費 4,224.96,425.5 5,498.5 5,469.84,741.1 4,775.8 3,931.55,818.6
世帯員1人家計費 1,028.01,056.8 1,022.0 944.7 709.7 1,090.4 764.9 885.6
同 比較指数 100 102.8 99.4 91.9 69.0 106.0 74.4 86.1
就 業 人 員UJ 2.14 3.00 3.01 3.34 3.27 2.77 3.02 3.04
農 外 1,96 0.40 0.15 0.17 0.20 0.34 0.32 0.32
部 門 規 模 43.5a586.Oa 7,101m2272.2a268.Oa 9.4ユ4羽 60短頁 34.9頭
農 業 固 定 資 本 613.0 7,019.7 9,008.6 8.148.8 18,493.5 18,324.622,238.824,995.5
う ち 農 機 具 178.5 2,749.8 1,491.3 999.4 1,167.0 2,490.91,674.55,329.0
農 家 所 得 5,548.35,160.8 6,362.7 9,369.55,974.0 ll,244.14,122.87,317.2
農 業 所 得 107.54,210.4 5,503.88,363.15,230.6 10.381.73,666.76,907.6
農 外 所 得 5,440.8 950.4 858.9 1.006.4 743.4 862.4 456.1 409.6
就業者 1人所 得 2,592.71,720.3 2,113.9 2,805.21,826.9 4,059.2 1,365.22,407.0
農業所望の家暮㌔ 2.5 65.5 100.1 152.9.110.3 217.4 93.3 118.7
資 本 装 備 m 12,960 16,027 12,851 ll,506 29.420 27,095 38,416.37,036





































表 4- 3 第2種兼業農家に準処 した大規模農家の計算家計費 (単位 :人､1,000円､%)
世帯員 家計費 計拭 増 減 農業所得 農家経済計算農家経済余剰(E-(>ぎ)家書1貿充足(A) (B) (A｣≠℃) (D) 余剰(E) * (D/F)
第 2種 兼 業 4.11人 4,224.9 - - 107.5 1,212.1 - ?.5%
専 業 4.68 3,585.44,811.0 1,225.63,011.5 412.7△812.9 62.6
稲 作 6.08 6,425.56,250.2△ 175.34,210.4 389,6△214.3 67.4
施 設 野 菜 作 5.38 5,498.55,530.6 32.15,503.8 991.9 959.8 100.5
露 地 野 菜 作 6.07 5,020.56,240.0 1,219.55,170.2 1,972.2 752.7 _82.9
り ん ご 作 5.79 5,469.85,952.1 482.38,363.1 3,916.8 3,434.5 140.5
温州みかん作 6.68 4,741.16,867.0 2,125.95,230.6 2,116.5 9.4 76.2
採 卵 養 鶏 4.40 4,775.84,523.2△ 252.60,381.7 6,813.3 7,0ー65.9 229.5
ブ ロ イ ラ ー 5.15 3,750.25,294.2 1,544.02,290.1 917.2 626.8 43.3
養 豚 5.02 3,931.55,160.6 1,229.13,666.7 309.5 919.6 71.1
(注) 1.前出､農林水産省r農家の形態別にみた農家経済｣1980年度による｡
2.計算家計費は第2種兼業農家 (都府県の0.5`a未満で世帯主が兼業に恒常的に勤務する
農家)の世帯員1人当り家計費1,028千円を以て計算した数値をしめす｡
3.家計男充足率は農業所得による計算家計費の充足率をしめす｡
4.経営規模は表4-2と同じ｡fi-お露地野菜作は単｢経営で2▲a以上､.ブロイラーは単一
経営の平均をしめす｡
範噂の成立した資本制企業に成長する可能性を有
するものとするならば,また,農民層分解の一形
態として,上向的発展の過程にあるとするならば,
少なくともその自家労賃部分と,それを反映した
家計費水準が社会的水準に達していなければなら
ない｡他方,恒常的勤務の第2種兼業農家の家計
費水準は,すでに分析したように,基本的に社会
的水準のものである｡
この見地から,第2種兼業農家の家計費水準に
換算して,専業大規模農家の家計と経営結果を考
えてみる(表 4-3).それによると,稲作と採卵
養鶏を除くすべての業種で家計費は増額となり,
農家経済余剰は減額となる｡稲作はすでにみたよ
うに,マイナス経済余剰を解消するために,その
分だけ家計費を節約すると,兼業農家の家計費水
準を下回ることになる｡したがって採卵養鶏だけ
が水準以上にあり,しかも高額の経済余剰を得て
いることになる｡また,換算家計費を用いると,
いずれも世帯家計費支出は増額となるので,農業
所得による家計費充足率は低下する｡現実の家計
費では充足率が100%を超えた温州みかん作,露地
野菜作,ブロイラー (後2着は表示省略)の3業
種が100%を割る結果となる｡施設野菜作,りんご作,
採卵養鶏および酪農の4業種は100%を超えるが,
採卵養鶏を除いていずれも経済余剰は減額となる｡
以上の考察の結果,専業大規模農家の家計費支
出と経済余剰が,業種間にいくらかの事情の相異
があるとしても,一般的に社会的家計費水準を実
現した基礎のうえに成立しているとみるのは困難
である｡家計費支出が ｢肉体的最低限｣ではない
としても,社会的水準に達せず,その基礎のうえ
に経営が成立している｡農家の立場から言えば,
兼業農家を媒介として波及した社会的家計費水準
に到達すべく,規模拡大をふくむあらゆる経営的
技術的措置を講ずる状態にある｡その意味では,
専業大規模農家の経営の原動力は,経済余剰や利
潤源泉の形成,実現という次元ではなく,社会的
家計費水準の実現にあると言える｡まさにそれゆ
えに,専業大規模農家は農民層分解における上向
発展の過程にあるのでなく,労働老化の傾向を深
めた第2種兼業農家と同じ軌道にあると言うべき
である｡専業大規模農家は第2種兼業農家と同一
の軌道上にある,ただ存在形態だけを異にした農
家である｡
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